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はじめに 

 

 

 

 

 

 

 

今日、我が国では、人口減少に加え、高齢化、核家族化、単身化が進み、かつて地域社会にあっ

た信頼関係やお互い様の精神が希薄化し、様々な地域課題が顕在化しております。 

本市におきましても、地域からの孤立、ヤングケアラーなど地域課題は深刻さを増しており、

今こそ、SDGｓの理念であり、本市総合計画の底流にある「誰一人取り残さず、地域で生きていく

ことができる社会」の実現が必要だと感じております。 

こうしたことから、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、

地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会、いわゆる「地域共生社会」

の実現を目指し、各種施策を推進しているところです。 

これまで本市では、平成 22 年に策定した市民協働のまちづくり指針及び行動計画に基づき、

様々な分野において市民と行政の協働によるまちづくりを進めて参りました。この間、住民自治

協議会をはじめ、市民活動団体や各種団体の皆様から賜りましたご尽力に深く感謝しつつ、新た

に「地域共生社会」の実現を念頭に置き、第４期となる市民協働のまちづくり行動計画を策定い

たしました。 

市民協働のまちづくり第４期行動計画では、多様な地域課題の解決を図るために「市民がまち

づくりに参加しやすい環境づくり」、「まちづくりに対する意識醸成・人材育成」、「地域コミュニ

ティへの支援体制の強化」、「テーマコミュニティへの支援体制の強化」、「活動拠点施設の充実」

の５つのまちづくりの方向性を掲げ、施策を進めてまいります。 

市民協働のまちづくりの推進は行政だけでできるものではなく、市民、住民自治協議会をはじ

めとする地域コミュニティ、市民活動団体や企業などといった多様な主体との協力・連携が必要

不可欠です。今後とも皆様の格別のご理解とご協力をいただきますよう、よろしくお願い申し上

げます。 

終わりに、このたび、アンケートのご協力をいただきました多くの市民の皆様や関係団体の皆

様をはじめ、貴重なご意見をいただきました東広島市市民協働のまちづくり推進会議委員の皆様

など、計画の策定のご協力いただきました方々に心からお礼申し上げます。 

 

令和６年４月 

 

東広島市長                
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１  計画の策定概要 
 

（１）策定の趣旨 
 

東広島市では、住民自治協議会をはじめとする地域のコミュニティ、NPO等の各種団体、学

生、企業、行政などの多様な主体が協力・連携してまちづくりを進めるため、平成 22年２月

に「東広島市市民協働のまちづくり指針（以下「指針」といいます）」を策定し、同時に指針

に基づく具体的な施策を掲げた「市民協働のまちづくり行動計画（平成 21～24 年度）（以下

「第１期行動計画」といいます）」を策定しました。 

 

第１期行動計画では、市内全域での住民自治協議会の設立や地域づくり推進交付金制度の

創設、公民館から地域センターへの移行など、市民協働のまちづくりを推進するための『体

制づくり』を進めてきました。 

 

この第１期行動計画を経て、平成 25 年３月には『活動・実践』をテーマに、「市民協働の

まちづくり第２期行動計画（平成 25～30年度）（以下「第２期行動計画」といいます）」を策

定し、多様な主体によるそれぞれの活動の活性化を目標としました。 

 

第２期行動計画では、市民の公益的な活動を支援し、「市民と市民」、「市民と行政」の協働

のまちづくりを推進するための拠点となる市民協働センターを設置して、多様な主体の相談

窓口の設置、情報の一元化、活動のコーディネートに取り組んできた中、各地域でさまざま

な活動が生まれました。 

 

「市民協働のまちづくり第３期行動計画（令和元～５年度）（以下「第３期行動計画」とい

います）」では、活動の『持続・発展』をテーマに、組織の運営力強化、住民自治協議会と外

部団体の連携、活動の認知度向上などに取組み、幅広い分野において成果がみられました。

しかしながら、コロナ禍による地域活動の自粛や公共施設の利用制限を余儀なくされた面も

ありました。 

 

この「市民協働のまちづくり第４期行動計画（令和６～12年度）（以下「第４期行動計画」

といいます）」は、第３期行動計画の取組みを振り返り、成果と課題を検証することで、市民

協働のまちづくりをさらに推し進めていくことを目指して策定します。 

 

（２）計画の位置付け 
 

本計画は、上位計画である「第五次東広島市総合計画」と整合性を図ります。 

 

（３）計画の期間 
 

本計画の計画期間は、令和６年度から令和 12年度までの７年間とします。 

ただし、社会情勢や地域環境の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

１ 
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２  市民協働のまちづくりを取り巻く国内の環境の変化 
 

（１）国内人口の推移と将来推計 
 

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」といいます）によると、日本の総人口は、

平成 20年の 1億 2,808万人をピークに減少に転じ、令和２年は 1億 2,614万人となりました。

令和 42年には 1億人を割って 9,614万人となり、令和 52年には 8,700 万人になるものと推計

されています。 

将来の生産年齢人口（15～64 歳）は、令和２年は 7,509 万人であるのに対し、令和 47 年に

は 5,000 万人を下回るものと推計されています。 

一方、高齢化人口（65 歳以上）は令和 27 年までは 3,945 万人まで増加を続けるものの、そ

の後は徐々に減少に転じる見込みとなっており、令和 52年は 3,367万人と推計されています。 

 

 国内の人口及び高齢化率の推移・将来予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：実績値は総務省「国勢調査」、推計値は社人研「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位仮定）」（令和５年４月公表） 
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（２）60 歳以降の働き方の変化 
 

少子高齢化が急速に進行し人口が減少する中で、経済社会の活力を維持するため、働く意欲

がある誰もが年齢にかかわりなくその能力を十分に発揮できる場を作っていくことが社会全

体の重要な課題となっています。 

個々の労働者の多様な特性やニーズを踏まえ、70歳までの就業機会の確保について、多様な

選択肢を法制度上整えることを目的に、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律が令和３年４

月１日に改正施行され、継続雇用制度の導入等による 65 歳までの雇用確保に加え、70 歳まで

の就業機会の確保が努力義務となるなど、高年齢者が活躍できる環境整備が図られ、60歳以降

の働き方が変化しています。 

 

 

（３）新型コロナウイルス感染症の影響による活動の停滞 
 

令和２年から続く新型コロナウイルス感染症の影響は、人々の生活に大きな変化をもたらし

ています。外出等の自粛や会議、事業など「集う」ことが困難になるなど、これまでの常識を

大きく覆す事態となりました。これからは、ICT の活用やオンラインでの実施等により、時間

や場所などに捕われない暮らしや働き方も選択肢の一つとして、ポストコロナ社会に対応して

いく必要があります。 

 

 

（４）価値観の多様化 
 

価値観やライフスタイルがさらに多様化していることから、互いの個性を認め合って、価値

観に合った選択ができる社会が求められています。 

そうした中で取り組むまちづくりは、誰もがお互いを理解し、信頼しあってかかわり、つな

がりを大切にした「協働のまちづくり」がますます重要になってきます。 

そのためには、住民自治協議会による地域のまちづくり活動をはじめ、福祉、青少年育成、

国際交流、文化、スポーツなどのまちづくり活動をしている多様な主体との協働に加え、幅広

い年齢層の団体や企業が、今後のまちづくり活動に参画していくことが不可欠となっています。 
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３  東広島市の現状 
 

（１）市内人口の推移 
 

本市は、地方都市の中でも人口が増加し続けている数少ない都市ですが、その傾向は緩やか

なものとなりつつあり、社人研の推計では、今後、長期的には減少傾向に向かうと見込まれて

います。 

人口の内訳をみると、老年人口は年々増加し、生産年齢人口及び年少人口は減少傾向にあり、

高齢化率の急激な上昇が見込まれています。 

東広島市の人口及び高齢化率の推移・将来予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：実績値は総務省「国勢調査」、推計値は社人研「日本の地域別将来推計人口（出生中位・死亡中位仮定）」（令和５年 12 月公表） 

（なお、2000（H12）までの人口は、合併前の５町の人口を含む） 

 

出生・死亡の自然増減をみると、出生数の減少傾向と死亡数の増加傾向が進み、平成 29年度

から、「自然増」から「自然減」に転じました。 

転入・転出の社会増減をみると、概ね転入者が転出者を上回る社会増となっていますが、平

成 24年度と令和３年度は社会減となっています。 

 

東広島市の人口動態の推移             （人） 

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

出生 1,846 1,792 1,782 1,737 1,664 1,558 1,533 1,527 1,487 1,404 

死亡 -1,566 -1,572 -1,572 -1,572 -1,642 -1,627 -1,544 -1,643 -1,639 -1,670 

自然増減 280 220 210 165 22 -69 -11 -116 -152 -266 

転入 7,774 8,693 8,663 9,145 8,965 9,599 10,215 10,714 8,876 7,679 

転出 -8,272 -8,013 -7,680 -8,294 -8,419 -8,372 -8,710 -8,963 -7,927 -7,750 

社会増減 -498 680 983 851 546 1,227 1,505 1,751 949 -71 

出典：住民基本台帳  
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（２）地域別で著しい二極化の進行 
 

本市は、平成 17 年の合併時と比較して、市中心部である西条地域で 41.7％、八本松地域で

14.0％、全体で 8.6％と人口が増加しました。増加傾向が続いているものの、「隣人の顔がわか

らない」「地域の行事を知らない」等、地域コミュニティの希薄化が問題となっています。 

一方、周辺地域においては、志和地域、河内地域、福富地域、安芸津地域、豊栄地域で 20％

以上も人口が減少する等、高齢化及び人口減少に伴う過疎化の傾向が顕著に現れており、地域

におけるコミュニティの維持が課題となっています。 

 

地域別人口の増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳     
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４  第３期行動計画の評価 
 

第３期行動計画では、「持続・発展」をテーマに、３つの柱をたて、市民協働のまちづくり

の推進に取り組みました。また、各柱の進捗を評価するため、５つの項目で評価指標を設定

し、令和５年度を目標年次として各々の事業に取り組みました。 

 

柱１ 地域特性を生かしたまちづくりの推進 

①住民自治協議会の持続可能な活動の支援 

指標 
基準値 

（H30） 

実績値 目標値 

（R5） R4 R5  

まちづくり計画を改定し

た住民自治協議会数 
7団体 18団体 

※29団体 

（※見込値） 
35団体 

コミュニティビジネス創

業団体数 
0団体  1団体 15団体 

各住民自治協議会の基本方針や将来像などをまとめた「まちづくり計画」について、令和

４年度までに 18 団体が改定し、令和５年度までに 29団体が改定見込みとなっています。 

最適な運営体制の構築や今後の取組方針を検討する支援のため、市民協働センターによる

伴走支援のほか、財源支援として令和５年度には地域づくり推進交付金の地域選択事業に「ま

ちづくり計画更新・普及事業」を新設したことも一因となり、令和５年度、新たに、まちづく

り計画を改定する住民自治協議会が 11団体増加見込みとなるなど、大きな成果を挙げること

ができました。 

一方、地域課題の解決のため、ビジネスの手法により将来にわたって継続して活動できる

事業の立ち上げ支援を目的に、令和元年にコミュニティビジネス創業支援補助金を創設しま

したが、住民自治協議会や住民自治協議会と協力・連携する団体等のニーズが少なく、活用

は１団体にとどまりました。 

 

②担い手の発掘、育成 

指標 
基準値 

（H30） 

実績値 

（R5） 

目標値 

（R5） 

市民の地域活動への参加

率 
67％ 72.1％ 75％ 

清掃活動、親睦行事、催しの運営、お年寄りのお世話や子育て支援などの地域活動への参

加率は、コロナ禍で一時減少しましたが、市民満足度調査により地域活動への参加状況につ

いてアンケート調査したところ、全回答者のうち、「参加したことがある」と回答のあった者

の割合は、令和元年度以降も 60％後半で推移しており、令和５年度は基準値である平成 30年

度以降で初めて 70％を超え、72.1％となりました。要因としては、令和５年５月８日から新

型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが５類感染症へ移行し、地域活動が再開さ

れたことにより、増加しているとみられます。  

４ 
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③活動拠点の運用、改善 

指標 
基準値 

（H29） 

実績値 目標値 

（R5） R4 R5 

市民協働センターの年間

利用者数 
12,169 人 11,028 人 

※11,880人 

（※見込値） 
14,000 人 

市は、「市民と市民」「市民と行政」の協働の拠点として平成 25年度に市民協働センターを

設置しました。コロナ禍により利用者数が減ったこともありましたが、市民協働センターだ

よりの発行、市民活動情報サイトへの市民協働センター情報の発信、多様な主体間の連携等

を目的とした主催講座の開催、市民活動団体の紹介記事掲載等を行い、設置目的である市民、

市民活動団体、住民自治協議会、企業等の交流・ネットワークづくりの場を創出することが

できました。 

市民協働センターの年間利用者数は、令和元年度までは約 12,000 人で推移していました

が、令和２年からの約３年間は、新型コロナウイルス感染症の影響による活動の中止や自粛、

市民協働センターの利用を制限するなど大きな影響を受け、令和２年度から令和３年度まで

は年間利用者数が１万人を下回る結果となりました。令和４年度においては、ウィズ・アフ

ターコロナの取組みにより、年間利用者数が約 11,000人まで回復し、令和５年度においては、

基準値である平成 29 年度の約 12,000人と同程度の利用者数となる見込みです。 

 

柱２ 協働の担い手となる各種団体の成長 

指標 
基準値 

（H29） 

実績値 目標値 

（R5） R4 R5 

公益的活動を担う法人数 131団体 221団体 
※221団体 

（※見込値） 
240団体 

認可地縁団体、NPO法人、公益財団法人、公益社団法人といった公益的活動を担う法人の数

は、令和５年度までに 221 団体の見込みとなっています。公益的活動を担う法人数は、平成

30年度から令和２年度にかけて急増しています。その主な要因は、地域住民の自主的・自立

的な活動を促進するため、市有集会所を地域へ無償譲渡しており、譲渡先の自治会等が認可

地縁団体を設立したことによるものです。 
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柱３ 情報共有、連携の促進 

指標 
基準値 

（H30） 

実績値 

（R5） 

目標値 

（R5） 

住民自治協議会の認知度 33％ 70.1％ 50％ 

連携によるまちづくり活

動実績数 
17活動 28活動 40活動 

市民満足度調査により住民自治協議会を知っているかをアンケート調査したところ、全回

答者のうち、「知っている」と回答のあった者の割合は、令和５年度では 70.1％となりまし

た。これは、平成 30 年７月豪雨災害の際に、多くの住民が共助の必要性を認識したことが大

きな要因と考えられます。 

市民協働のまちづくり活動応援補助金において、複数の団体が連携した活動を支援する、

連携活動支援枠の活動実績数は、令和元年度以降は各年度１つ以上の活動があり、令和５年

度までに 11 の活動が増加し 28 の活動となりました。市民協働のまちづくり活動応援補助金

の支援区分のうち、市民活動団体支援枠と住民自治協議会支援枠の活用は多い一方、複数の

団体による連携活動支援枠の活用が少ない結果となりました。 

 

 

評価のまとめ 

令和２年からの約３年間は、新型コロナウイルス感染症への対応により活動が制限され

るなど大きな影響を受けました。そのような中にあっても地域活動や市民活動等の継続し

た取組みにより、５つの項目における評価指標においては、基準値から目標値に対して、

概ね近づくことができました。 

第３期行動計画では、持続可能なまちづくりの体制確立とまちづくり活動の更なる発展

を掲げ、持続可能なまちづくりの体制を確立するために、組織の運営力と活動の認知度向

上を目指す中で、住民自治協議会の認知度を向上することができました。 

一方で、まちづくり活動の更なる発展に向けて、住民自治協議会や市民活動団体等の多

様な主体による外部団体との連携やコミュニティビジネスの実践による社会イノベーショ

ンを目指しましたが、コミュニティビジネス創業支援補助金の活用は１団体にとどまりま

した。これは、ニーズが少ないことやコミュニティビジネスという言葉の認知度が一般的

に高くないこともありますが、コミュニティビジネスの先進事例の紹介やビジネスの観点

を取り入れた持続可能な活動への展開支援、社会課題の解決に高い熱量を持つ人々との連

携支援など、多角的な支援が十分でなかったことも要因として考えられます。 

また、市民協働のまちづくり活動応援補助金の支援区分のうち、市民活動団体支援枠と

住民自治協議会支援枠の活用は多い一方、複数の団体による連携活動支援枠の活用が少な

いなど、多様な主体による連携が十分にできていないことがうかがえます。 
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５  各種アンケート・ヒアリングからみた現状 
 

（１）市民協働のまちづくりに関するアンケート・ヒアリングの実施 
 

第４期行動計画の策定に向けて、市民協働の担い手となる、一般市民、住民自治協議会、市

民活動団体に対し意識調査（アンケート）及び住民自治協議会に対しヒアリングを実施しまし

た。 

 

【アンケート】 実施時期：令和５年３月 

 一般市民 
住民自治協議会 

役員 

市民 

活動団体 

市民 

ポータルサイト 

対象 
無作為抽出 

3,000人 

48団体 

（配布数 752人） 
258団体※ 31,575 人 

回収率 31.6％ 57.3％ 46.9％ 1.9％ 

方法 
（配付） 

郵送 

（回収・回答） 

郵送 

（配付・回答） 

インターネット 

※市民協働のまちづくり推進会議の構成団体、市民協働センターに登録されている団体（NPO
法人、各種団体）等 

 

≪地域別分類≫ 

西条 
西条、寺西、龍王、郷田、板城、 

三永、東西条、平岩、御薗宇、三ツ城 
福富 竹仁、上戸野、久芳 

八本松 川上、原、吉川、八本松 
豊栄 

清武、安宿、乃美別府、吉原、 

清武西、能良 志和 西志和、志和堀、東志和 

高屋 
小谷、高屋東、高屋西、造賀、 

高美が丘 
河内 

河内、河戸、宇山、戸野、小田、 

入野 

黒瀬 
板城西、上黒瀬、乃美尾、中黒瀬、 

下黒瀬 
安芸津 

大田、小松原、大芝、木谷、 

風早、三津 
 

≪規模別分類≫ 

類型１ 世帯：多／面積：小 西条、三ツ城 

類型２ 世帯：中／面積：中～小 
寺西、龍王、御薗宇、平岩、東西条、八本松、 

川上、高屋西、高美が丘、中黒瀬 

類型３ 世帯：中～少／面積：中～小 
郷田、板城、三永、原、高屋東、小谷、下黒瀬、 

上黒瀬、板城西、乃美尾、風早 

類型４ 世帯：少／面積：大 東志和、西志和、造賀、久芳、竹仁、入野、三津 

類型５ 世帯：少／面積：中 

吉川、志和堀、上戸野、吉原、安宿、清武西、 

乃美別府、清武、能良、河内、小田、河戸、 

宇山、戸野、木谷、大田 

類型６ 世帯：少／面積：小 小松原、大芝 

世帯：多（約 6,000世帯超過）／中（約 1,600～6,000世帯）／少（約 1,600世帯未満） 

面積：大（約 2,100ha 超過）／中（約 600～2,100ha）／小（約 600ha未満）  

５ 
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-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.自治会等への加入促進

2.収益活動

3.デジタル技術活用

4.若手住民の自主活動

5.美化・清掃活動

6.ゴミの減量化等

7.猪や鹿等の被害防止

8.防災活動

9.防犯活動

10.敬老会活動

11.高齢者の見守り

12.移動支援

13.児童の見守り

14.子どもたちの育成活動

15.スポーツ推進活動

16.地域文化継承

17.親睦活動

18.外部来場者向けイベント

19.大学生の地域参画

20.外国人との交流

21.空き家、移住者相談

22.その他

満足度 重要度

（２）現状 
 
①市民 
 

【地域活動に対する満足度と重要度について】 

 地域で行われている活動については、すべての項目で満足度を重要度が上回っています。 

満足度が高い項目は、「5.美化・清掃活動」「6.ゴミの減量化等」「13.児童の見守り」となっ

ています。 

満足度が低い項目は、「3.デジタル技術活用」「4.若手住民の自主活動」「7.猪や鹿等の被害防

止」「12.移動支援」「20.外国人との交流」「21.空き家、移住者相談」となっています。 

重要度が高い項目は、「5.美化・清掃活動」「6.ゴミの減量化等」「8.防災活動」「12.移動支援」

「13.児童の見守り」「14.子どもたちの育成活動」となっています。 

重要度が相対的に低い項目は、「1.自治会等への加入促進」「2.収益活動」「3.デジタル技術活

用」「10.敬老会活動」「15.スポーツ推進活動」「17.親睦活動」「18.外部来場者向けイベント」

「19.大学生の地域参画」「20.外国人との交流」となっています。 

満足度と重要度がともに高い項目は、「5.美化・清掃活動」「6.ゴミの減量化等」「13.児童の

見守り活動」となっています。 

満足度が低く重要度が高い項目は、「4.若手住民の自主活動」「7.猪や鹿等の被害防止」「8.防

災活動」「9.防犯活動」「12.移動支援」「21.空き家、移住者相談」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）各項目の評価点算出方法  

満足度 重要度 

満足 

やや満足 
どちらともいえない 
やや不満 

不満 

2 点 

1 点 
0 点 
-1 点 

-2 点 

n1 

n2 
n3 
n4 

n5 

重要 

やや重要 
どちらともいえない 
あまり重要でない 

重要でない 

2 点 

1 点 
0 点 
-1 点 

-2 点 

n1 

n2 
n3 
n4 

n5 

【加重平均値計算式】 

 {（2点×ｎ1）＋（1 点×ｎ2）＋（0 点×ｎ3）＋（－1 点×ｎ4）＋（－2点×ｎ5）}  
（ｎ1＋ｎ2＋ｎ3＋ｎ4＋ｎ5） 

地域活動に対する満足度と重要度 
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【自治会への加入について】 

 全体では、自治会への加入率は約７割となっており、 

未加入率は約２割となっています。 

年代別では、20歳代及び 30歳代の未加入率が高く 

なっています。 

世帯構成別では、単身世帯及び親子の世帯（未成 

年が同居）の未加入率が高くなっています。 

住居形態別では、賃貸マンション・アパート等及び 

分譲マンションの未加入率が高くなっています。 

 地域別では、20～30歳代の単身または親子の世帯が多 

く、賃貸マンションやアパートが多い西条地域で未加入 

率が高くなっています。 

 

  

加入している

82.7

35.6

14.8

53.3

加入していない

9.4

35.6

71.3

26.7

分からない

6.3

28.9

11.5

20.0

答えたくない

0.3

1.6

未回答

1.3

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

戸建て住宅(n=759)

分譲マンション(n=45)

賃貸マンション・アパート等(n=122)

その他(n=15)

加入している

51.8

80.3

64.4

72.0

75.9

50.0

加入していない

35.7

13.3

23.2

16.0

16.7

30.0

分からない

9.8

5.2

11.3

10.1

5.6

20.0

答えたくない

1.8

1.1

未回答

0.9

1.2

1.9

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

単身世帯(n=112)

夫婦のみの世帯（事実婚含む）(n=330)

親子の世帯（未成年が同居）(n=177)

親子の世帯（成人のみ）(n=257)

３世代以上の世帯(n=54)

その他(n=10)

加入している

40.0 

20.8 

45.0 

64.7 

72.3 

85.4 

85.7 

76.1 

加入していない

20.0 

50.9 

41.0 

21.8 

22.0 

9.4 

7.8 

12.4 

分からない

40.0 

28.3 

12.0 

12.6 

5.0 

4.7 

4.1 

7.1 

答えたくない

1.0

0.8

0.6

0.9

未回答

1.0

0.6

2.3

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

20歳未満(n=10)

20歳代(n=53)

30歳代(n=100)

40歳代(n=119)

50歳代(n=159)

60歳代(n=171)

70歳代(n=217)

80歳以上(n=113)

自治会への加入 

≪年代別≫ 

≪住居形態別≫ 

加入している

71.0 

加入して

いない

19.0 

分からない

8.4 

答えたくない

0.4 

未回答

1.2 

N=943

(％)

≪世帯構成別≫ 
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【地域活動への関わり方について】 

 全体では、「参加するのは構わないが、プライ 

ベートを優先したい」が約４割を占めています。 

また、何らかの地域活動に関わりたい項目を合わ 

せると７割強を占めています。 

 年代別では、80歳代以上を除く全世代が、「参加 

するのは構わないが、プライベートを優先したい」 

が最も多くなっています。 

 

 

 

  

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

西
条

寺
西

龍
王

郷
田

板
城

三
永

東
西
条

平
岩

御
薗
宇

三
ツ
城

川
上

原吉
川

八
本
松

西
志
和

志
和
堀

東
志
和

小
谷

高
屋
東

高
屋
西

造
賀

高
美
が
丘

板
城
西

上
黒
瀬

乃
美
尾

中
黒
瀬

下
黒
瀬

竹
仁

上
戸
野

久
芳

清
武

安
宿

乃
美
別
府

吉
原

清
武
西

能
良

河
内

河
戸

宇
山

戸
野

小
田

入
野

大
田

小
松
原

大
芝

木
谷

風
早

三
津

（加入率）（世帯数）

世帯数

加入率

西条 八本松 志和 高屋 黒瀬 福富 豊栄 河内 安芸津

20歳未満(n=10) 10.0 10.0 50.0 30.0 0.0 0.0 0.0
20歳代(n=53) 5.7 0.0 47.2 22.6 1.9 17.0 5.7
30歳代(n=100) 0.0 9.0 57.0 19.0 2.0 13.0 0.0
40歳代(n=119) 3.4 5.9 44.5 23.5 3.4 16.0 3.4
50歳代(n=159) 1.9 10.7 48.4 15.7 5.0 16.4 1.9
60歳代(n=171) 2.9 13.5 48.0 15.2 2.3 13.5 4.7
70歳代(n=217) 4.6 22.6 32.7 16.1 3.2 15.7 5.1
80歳以上(n=113) 1.8 15.0 16.8 18.6 11.5 25.7 10.6

その他
あまり関
わりたく

ない
不明

主催者側
に加わっ
て、より
良い活動
を実施し

たい

積極的に
参加し、
近隣の方
との関係
を深めた

い

参加する
のは構わ
ないが、
プライ

ベートを
優先した

い

興味のあ
る分野の
活動だけ
関わって
いきたい

主催者側に加わって、より良い

活動を実施したい 3.0 

積極的に参加し、近隣の方

との関係を深めたい 13.0 

参加するのは構わないが、

プライベートを優先したい

41.3 

興味のある分野の活動だけ

関わっていきたい 17.9 

その他 4.1 

あまり関わりたくない

16.3 

未回答 4.3 

N=943

(％)

N=943

(％)

地域活動への関わり方 

≪住民自治協議会別世帯数と加入率（R4.10.1 時点）≫ 

≪年代別≫ 

注：加入率＝加入世帯数（住民自治協議会による構成世帯数調査結果）÷地域内世帯数（住民基本台帳より抽出した世帯数） 
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【地域活動へ協力したいと思える自治会について】 

 全体では、「拘束時間が少なく、プライベートをしっかり確保できる」が最も多くなっています。 

 年代別では、80歳以上を除く全世代が、「拘束時間が少なく、プライベートをしっかり確保でき

る」が最も多くなっています。また、30歳代以下では、「自分にとってもメリットのある地域活動

に取り組んでいる」も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域活動へ協力したいと思える自治会 

≪年代別≫ 

45.9

32.7

30.1

28.7

27.3

14.2

2.9

14.0

7.5

0 10 20 30 40 50

拘束時間が少なく、プライベートを

しっかり確保できる

地域の様々な情報が入手できる

若い人、地域での居住が短い人も

平等に受け入れてくれる

自治会費などの金銭的な

負担が少ない

自分にとってもメリットのある

地域活動に取り組んでいる

自治会長などの役員が魅力的で、

人柄が信頼できる

その他

関わることは難しい

未回答

（％）
（N=943）（注）複数回答

20歳未満(n=10) 80.0   60.0   20.0   50.0   30.0   30.0   -       -       -       
20歳代(n=53) 37.7   35.8   13.2   52.8   18.9   37.7   5.7    22.6   1.9    
30歳代(n=100) 43.0   51.0   27.0   58.0   39.0   54.0   -       11.0   3.0    
40歳代(n=119) 27.7   28.6   14.3   56.3   24.4   27.7   2.5    13.4   7.6    
50歳代(n=159) 30.8   32.1   13.8   53.5   31.4   30.2   4.4    11.3   3.8    
60歳代(n=171) 23.4   24.0   10.5   47.4   38.0   26.9   1.8    8.8    4.7    
70歳代(n=217) 22.1   28.1   15.7   41.5   35.5   23.5   4.6    11.1   11.1   
80歳以上(n=113) 14.2   18.6   6.2    15.9   31.0   14.2   0.9    31.9   17.7   

関わるこ
とは難し

い
不明

自分に
とっても
メリット
のある地
域活動に
取り組ん
でいる

若い人、
地域での
居住が短
い人も平
等に受け
入れてく

れる

自治会長
などの役
員が魅力
的で、人
柄が信頼
できる

拘束時間
が少な

く、プラ
イベート
をしっか
り確保で

きる

地域の
様々な情
報が入手
できる

自治会費
などの金
銭的な負
担が少な

い

その他



５ 各種アンケート・ヒアリングからみた現状 

 

14 

②住民自治協議会 
 

【運営に対する現状評価と今後の活動の必要性について】 

≪全体≫ 

 現状評価の項目は、「13.決算等の書類の適正処理」が最も高く、次いで「11.活動内容の周

知」となっています。一方で、現状評価の低い項目は、「3.役員の女性割合」「4.役員の 20～50

歳代割合」「5.役員の後継者育成」「12.地域情報等伝達のデジタル化」となっています。 

 今後の活動の必要性が高い項目は、現状評価が低い「2.人材配置・確保」「3.役員の女性割

合」「4.役員の 20～50 歳代割合」「5.役員の後継者育成」といった担い手の確保に関する項目

と「6.まちづくり計画・規約周知」「8.住民意見の反映」「12.地域情報等伝達のデジタル化」と

なっています。 

 

 

  

（参考）各項目の評価点算出方法  

現状評価 今後の活動の必要性 

十分 
まあ十分 

どちらともいえない 
やや不十分 
不十分 

2 点 
1 点 

0 点 
-1 点 
-2 点 

n1 
n2 

n3 
n4 
n5 

特に努力が必要 
努力が必要 

現状維持でよい 
弱めてもよい 
活動しなくてもよい 

2 点 
1 点 

0 点 
-1 点 
-2 点 

n1 
n2 

n3 
n4 
n5 

【加重平均値計算式】 
 {（2点×ｎ1）＋（1 点×ｎ2）＋（0 点×ｎ3）＋（－1 点×ｎ4）＋（－2点×ｎ5）}  

（ｎ1＋ｎ2＋ｎ3＋ｎ4＋ｎ5） 

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.活発な活動

2.人材配置・確保

3.役員の女性割合

4.役員の20～50歳代

割合

5.役員の後継者育成

6.まちづくり計画・規約

周知

7.方針・運営の適宜

見直し
8.住民意見の反映

9.反対意見や苦情の

取り入れ

10.役員会等の議事録等

閲覧

11.活動内容の周知

12.地域情報等伝達の

デジタル化

13.決算等の書類の

適正処理

現状評価 今後の活動の必要性

運営に対する現状評価と今後の活動の必要性 
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【地域活動に対する現状評価と今後の活動の必要性について】 

≪全体≫ 

 現状評価の項目は、「10.敬老会活動」が最も高く、次いで「5.美化・清掃活動」となってい

ます。一方で、現状評価の低い項目は、「4.若手住民の自主活動」が最も低く、次いで「20.外

国人との交流」となっています。 

 今後の活動の必要性の高い項目は、「1.自治会等への加入促進」「3.デジタル技術活用」「4.若

手住民の自主活動」「7.猪や鹿等の被害防止」「8.防災活動」「9.防犯活動」「12.移動支援」「16.

地域文化継承」「18.外部来場者向けイベント」「19.大学生の地域参画」「20.外国人との交流」

「21.空き家把握、移住者相談」となっており多岐にわたっています。 

現状評価と今後の活動の必要性の高い項目は、「6.ゴミの減量化等」「8.防災活動」「13.児童

の見守り」「17.親睦活動」となっています。 

現状評価が低く今後の活動の必要性が高い項目は、「3.デジタル技術活用」「4.若手住民の自

主活動」「12.移動支援」「19.大学生の地域参画」「20.外国人との交流」「21.空き家把握、移住

者相談」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪市民の地域活動に対する満足度・重要度（P10）との比較≫ 

市民の満足度と住民自治協議会の現状評価でともに高い項目は、「5.美化・清掃活動」「6.ゴ

ミの減量化」「13.児童の見守り」となっています。一方で、ともに低く乖離の大きい項目は、 

「4.若手住民の自主活動」「20.外国人との交流」となっています。 

市民の重要度と住民自治協議会の今後の活動の必要性でともに高い項目は、「4.若手住民の

自主活動」「8.防災活動」「12.移動支援」となっています。一方で、ともに低い項目は、「2.収

益活動」「18.外部来場者向けイベント」となっています。  

地域活動に対する現状評価と今後の活動の必要性 

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.自治会等への加入促進

2.収益活動

3.デジタル技術活用

4.若手住民の自主活動

5.美化・清掃活動

6.ゴミの減量化等

7.猪や鹿等の

被害防止

8.防災活動

9.防犯活動

10.敬老会活動

11.高齢者の見守り

12.移動支援

13.児童の見守り

14.子どもたちの育成活動

15.スポーツ推進活動

16.地域文化継承

17.親睦活動

18.外部来場者

向けイベント

19.大学生の

地域参画

20.外国人との交流

21.空き家把握 、

移住者相談

22.その他

現状評価 今後の活動の必要性
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-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.自治会等への加入促進

2.収益活動

3.デジタル技術活用

4.若手住民の自主活動

5.美化・清掃活動

6.ゴミの減量化等

7.猪や鹿等の

被害防止

8.防災活動

9.防犯活動

10.敬老会活動

11.高齢者の見守り

12.移動支援

13.児童の見守り

14.子どもたちの育成活動

15.スポーツ推進活動

16.地域文化継承

17.親睦活動

18.外部来場者

向けイベント

19.大学生の

地域参画

20.外国人との交流

21.空き家把握 、

移住者相談

22.その他

≪規模別≫ 

 「1.自治会等への加入促進」の現状評価は、類型５は高く、比較的世帯数の多い類型１・２・３

と規模が最も少ない類型６が低くなっています。 

「12.移動支援」の現状評価は、類型５・６は、現状評価と今後の活動の必要性との乖離が大き

くなっています。 

「13.児童の見守り」「14.子どもたちの育成活動」「15.スポーツ推進活動」「16.地域文化継承」

の現状評価は、類型１・２・３が高く、規模が小さくなるに伴い低くなっています。 

 

 

 

  

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.自治会等への加入促進

2.収益活動

3.デジタル技術活用

4.若手住民の自主活動

5.美化・清掃活動

6.ゴミの減量化等

7.猪や鹿等の

被害防止

8.防災活動

9.防犯活動

10.敬老会活動

11.高齢者の見守り
12.移動支援

13.児童の見守り

14.子どもたちの育成活動

15.スポーツ推進活動

16.地域文化継承

17.親睦活動

18.外部来場者

向けイベント

19.大学生の

地域参画

20.外国人との交流

21.空き家把握 、

移住者相談

22.その他

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.自治会等への加入促進

2.収益活動

3.デジタル技術活用

4.若手住民の自主活動

5.美化・清掃活動

6.ゴミの減量化等

7.猪や鹿等の

被害防止

8.防災活動

9.防犯活動

10.敬老会活動

11.高齢者の見守り
12.移動支援

13.児童の見守り

14.子どもたちの育成活動

15.スポーツ推進活動

16.地域文化継承

17.親睦活動

18.外部来場者

向けイベント

19.大学生の

地域参画

20.外国人との交流

21.空き家把握 、

移住者相談

22.その他

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.自治会等への加入促進

2.収益活動

3.デジタル技術活用

4.若手住民の自主活動

5.美化・清掃活動

6.ゴミの減量化等

7.猪や鹿等の

被害防止

8.防災活動

9.防犯活動

10.敬老会活動

11.高齢者の見守り
12.移動支援

13.児童の見守り

14.子どもたちの育成活動

15.スポーツ推進活動

16.地域文化継承

17.親睦活動

18.外部来場者

向けイベント

19.大学生の

地域参画

20.外国人との交流

21.空き家把握 、

移住者相談

22.その他

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.自治会等への加入促進

2.収益活動

3.デジタル技術活用

4.若手住民の自主活動

5.美化・清掃活動

6.ゴミの減量化等

7.猪や鹿等の

被害防止

8.防災活動

9.防犯活動

10.敬老会活動

11.高齢者の見守り
12.移動支援

13.児童の見守り

14.子どもたちの育成活動

15.スポーツ推進活動

16.地域文化継承

17.親睦活動

18.外部来場者

向けイベント

19.大学生の

地域参画

20.外国人との交流

21.空き家把握 、

移住者相談

22.その他

類型２(世帯:中,面積:中～小) 

類型４(世帯:少,面積:大) 

類型５(世帯:少,面積:中) 類型６(世帯:少,面積:小) 

類型１(世帯:多,面積:小) 

類型３(世帯:中～少,面積:中～小) 

現状評価 今後の活動の必要性 

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.自治会等への加入促進

2.収益活動

3.デジタル技術活用

4.若手住民の自主活動

5.美化・清掃活動

6.ゴミの減量化等

7.猪や鹿等の

被害防止

8.防災活動

9.防犯活動

10.敬老会活動

11.高齢者の見守り

12.移動支援

13.児童の見守り

14.子どもたちの育成活動

15.スポーツ推進活動

16.地域文化継承

17.親睦活動

18.外部来場者

向けイベント

19.大学生の

地域参画

20.外国人との交流

21.空き家把握 、

移住者相談

22.その他
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【住民自治協議会における望ましい方向性について】 

 全体では、「活動維持・継続」が最も多く、 

次いで「活動拡大」となっています。 

 地域別では、福富地域と河内地域を除く地域で 

「活動維持・継続」がもっとも多くなっています。 

一方で、福富地域は「活動拡大」が多く、河内地域は 

「組織のスリム化」が多くなっています。 

 住民自治協議会へのヒアリングでは、従来通りの活 

動は困難な地域も出ており、「イベントの簡素化」や 

「部会の合併」を実施されているところもあります。 

 

 

 

 

組織のスリム化

19.3 

活動維持・継続

54.1 

活動拡大

22.3 

その他

2.6 

未回答

1.9 

N=431

(％)

望ましい方向性 

組織のスリム化

15.4 

25.7 

9.1 

5.6 

2.5 

19.4 

15.1 

49.2 

18.8 

活動維持・継続

59.0 

40.0 

60.6 

58.3 

82.5 

25.8 

67.9 

27.9 

59.4 

活動拡大

21.8 

28.6 

30.3 

27.8 

10.0 

45.2 

11.3 

19.7 

20.3 

その他

1.3 

5.7 

2.5 

9.7 

3.8 

1.6 

1.6 

未回答

2.6 

8.3 

2.5 

1.9 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

西条

八本松

志和

高屋

黒瀬

福富

豊栄

河内

安芸津

14.3 

8.2 

13.5 

15.4 

32.6 

16.7 

52.4 

63.0 

61.5 

46.2 

50.0 

50.0 

28.6 

21.9 

20.8 

34.1 

13.8 

33.3 

2.7 

2.1 

4.4 

2.2 

4.8 

4.1 

2.1 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

類型１

類型２

類型３

類型４

類型５

類型６
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【今後の住民自治協議会の運営で、中長期的に必要な対応について】 

 全体では、「地域団体との一体化」が最も多く、 

次いで「部会統合」となっています。 

 地域別では、志和地域と高屋地域と黒瀬地域で、 

「地域団体との一体化」が特に多くなっており、河 

内地域は「部会統合」が特に多くなっています。 

 規模別では、小規模な類型５・６で「部会統合」 

が特に多くなっています。  

住民自治協議会の運営で 

中長期的に必要な対応 

14.3 

5.5 

14.6 

11.0 

31.9 

33.3 

9.5 

8.2 

5.2 

1.1 

4.3 

-

9.5 

13.7 

14.6 

22.0 

17.4 

16.7 

42.9 

52.1 

38.5 

51.6 

21.7 

25.0 

14.3 

13.7 

16.7 

5.5 

13.8 

16.7 

9.5 

6.8 

10.4 

8.8 

10.9 

8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

類型１

類型２

類型３

類型４

類型５

類型６

部会統合

18.3 
部会分離、

支部制導入

4.6 

隣接自治協との

連携・合併

16.7 
地域団体との

一体化 38.1 

その他

12.8 

未回答

9.5 

N=431

(％)

部会統合

12.8 

14.3 

12.1 

16.7 

7.5 

12.9 

17.0 

49.2 

12.5 

部会分離、

支部制導入

5.1 

11.4 

3.0 

8.3 

2.5 

3.2 

3.8 

6.3 

隣接自治協と

の連携・合併

11.5 

20.0 

12.1 

5.6 

15.0 

41.9 

20.8 

9.8 

21.9 

地域団体と

の一体化

38.5 

40.0 

54.5 

50.0 

47.5 

19.4 

24.5 

31.1 

42.2 

その他

24.4 

14.3 

12.1 

8.3 

10.0 

6.5 

18.9 

3.3 

9.4 

未回答

7.7 

6.1 

11.1 

17.5 

16.1 

15.1 

6.6 

7.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

西条

八本松

志和

高屋

黒瀬

福富

豊栄

河内

安芸津
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【住民自治協議会が抱えている運営上の課題について】 

 全体では、「将来を担う人材の不足」が最も多く、次いで「自治協活動の認知度の低さ」とな

っています。 

 地域別では、全地域で「将来を担う人材の不足」が最も多く、福富地域と河内地域は「活動

内容のマンネリ化」が多くなっています。 

 規模別では、規模が大きいほど「自治協活動の認知度の低さ」が多くなっています。 

 住民自治協議会へのヒアリングでは、前述の課題の他に、広報紙や総会資料等の作成や会計

事務など、「事務の負担軽減」があげられています。 

  

活動内容

のマンネ

リ化

多忙によ

る役員の

疲弊化

将来を担

う人材の

不足

意見不一

致

自治協活

動の認知

度の低さ

活動資金

不足
その他 課題なし 未回答

西条 32.1          23.1          74.4          2.6             57.7          10.3          12.8          5.1             -                  
八本松 37.1          22.9          80.0          17.1          68.6          22.9          5.7             -                  -                  
志和 36.4          33.3          75.8          9.1             36.4          9.1             9.1             -                  -                  
高屋 41.7          19.4          80.6          11.1          47.2          16.7          2.8             -                  -                  
黒瀬 25.0          15.0          70.0          7.5             55.0          20.0          10.0          2.5             2.5             
福富 51.6          19.4          61.3          12.9          35.5          29.0          12.9          3.2             -                  
豊栄 30.2          20.8          67.9          -                  17.0          7.5             9.4             5.7             1.9             
河内 49.2          21.3          88.5          6.6             27.9          11.5          9.8             -                  -                  
安芸津 34.4          20.3          81.3          21.9          37.5          9.4             4.7             -                  -                  

76.3

42.0

36.9

21.6

13.7

9.3

8.8

2.1

0.5

0 20 40 60 80 100

将来を担う人材の不足

自治協活動の認知度の低さ

活動内容のマンネリ化

多忙による役員の疲弊化

活動資金不足

意見不一致

その他

課題なし

未回答

（％）（N=431）（注）複数回答

住民自治協議会が抱える運営上の課題 

＜地域別＞ 

＜規模別＞ 

活動内容

のマンネ

リ化

多忙によ

る役員の

疲弊化

将来を担

う人材の

不足

意見不一

致

自治協活

動の認知

度の低さ

活動資金

不足
その他 課題なし 未回答

類型１ 23.8          38.1          71.4          -                  81.0          9.5             -                  -                  -                  
類型２ 34.2          17.8          78.1          11.0          67.1          15.1          12.3          1.4             -                  
類型３ 32.3          19.8          74.0          11.5          51.0          15.6          8.3             4.2             1.0             
類型４ 36.3          16.5          75.8          14.3          45.1          18.7          11.0          1.1             -                  
類型５ 43.5          26.1          77.5          5.8             18.1          9.4             8.0             2.2             0.7             
類型６ 41.7          16.7          83.3          -                  -                  8.3             -                  -                  -                  
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【住民自治協議会の活動を維持・充実させるために必要な取組みについて】 

 全体では、「人材育成・確保」が最も多く、次いで「活動内容 PR」「意見・ニーズ把握」とな

っています。 

 地域別では、全地域で「人材育成・確保」が最も多くなっています。 

 規模別では、規模が大きいほど「活動内容 PR」が多くなっています。 

 住民自治協議会へのヒアリングでは、「他団体（PTA、学生、地元企業等）と協働した活動」

があげられています。 

 

  

情報公開
活動内容

PR

人材育

成・確保

意見・

ニーズ把

握

民間事業

者等との

連携

予算確保 その他 未回答

類型１ 33.3          52.4          76.2          28.6          9.5             4.8             9.5             -                  
類型２ 37.0          61.6          80.8          42.5          12.3          19.2          4.1             -                  
類型３ 28.1          37.5          77.1          42.7          7.3             14.6          2.1             3.1             
類型４ 38.5          42.9          73.6          41.8          22.0          33.0          4.4             -                  
類型５ 31.2          26.1          75.4          34.1          13.8          19.6          5.1             2.9             
類型６ 8.3             25.0          75.0          41.7          -                  16.7          -                  -                  

情報公開
活動内容

PR

人材育

成・確保

意見・

ニーズ把

握

民間事業

者等との

連携

予算確保 その他 未回答

西条 23.1          43.6          78.2          33.3          9.0             12.8          5.1             2.6             
八本松 45.7          45.7          82.9          48.6          17.1          20.0          2.9             -                  
志和 48.5          42.4          87.9          42.4          18.2          24.2          3.0             -                  
高屋 33.3          55.6          83.3          44.4          8.3             16.7          -                  -                  
黒瀬 27.5          47.5          70.0          42.5          5.0             20.0          2.5             2.5             
福富 41.9          38.7          58.1          38.7          25.8          38.7          6.5             -                  
豊栄 35.8          34.0          73.6          32.1          7.5             20.8          7.5             1.9             
河内 26.2          21.3          77.0          34.4          18.0          24.6          4.9             4.9             
安芸津 29.7          37.5          75.0          43.8          15.6          17.2          3.1             -                  

住民自治協議会活動を維持・充実させるために必要な取組み 

＜地域別＞ 

＜規模別＞ 

76.3 

39.4 

39.0 

32.5 

20.4 

13.2 

4.2 

1.6 

0 20 40 60 80 100

人材育成・確保

活動内容PR

意見・ニーズ把握

情報公開

予算確保

民間事業者等との連携

その他

未回答

（％）（N=431）（注）複数回答
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【今後の住民自治協議会の運営を担うために希望する中心メンバーについて】 

 全体では、「60 歳代（未就労）」が最も多く、次いで「40～50歳代（就労中）」となっていま

す。 

 住民自治協議会のヒアリングでは、「PTA の役員等」を今後の住民自治協議会の運営を担うメ

ンバーとしてあげられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性や 20～50 歳代の参加促進に必要な取組みについて】 

 全体では、「参加しやすい雰囲気」が最も多く、次いで「参加呼びかけする世話人等の存在」

「参加したいイベントの開催」となっています。 

  

68.4 

38.1 

35.0 

26.5 

24.6 

24.6 

15.1 

4.4 

2.6 

0 20 40 60 80

参加しやすい雰囲気

参加呼びかけする世話人等の存在

参加したいイベントの開催

任意による会合出席

謝礼金などの経済的支援

活動情報の得やすさ

家庭の事情による役員免除

その他

未回答

（％）（N=431）（注）複数回答

17.2 

49.4 

20.2 

67.3 

10.2 

12.8 

7.2 

0.9 

0 20 40 60 80

20～30歳代（就労中）

40～50歳代（就労中）

60歳代（就労中）

60歳代（未就労）

70歳以上

家事に従事

その他

未回答

（％）（N=431）（注）複数回答

住民自治協議会活動の運営を担うために希望する中心メンバー 

女性や 20～50歳代の参加促進に必要な取組み 
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【事務局での 1週間あたりの活動日数について】 

  全体では、「5日」が最も多くなっていますが、他の項目との差はほとんどありません。 

  規模別では、類型２・４は、「3日」が多く、類型５は、「5日」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務局での 1日あたりの活動時間について】 

   全体では、「2～4時間未満」が最も多くなっています。 

   規模別では、類型５を除くと、「2～4時間未満」が多い傾向となっており、類型４・５は

「6 時間以上」が、他の類型と比較すると多くなっています。   

２時間未満

25.0 

２～４時間未満

36.9 

４～６時間未満

26.2 

６時間以上

11.9 

N=84

(％)

０日

16.7 

4.5 

8.0 

１日

33.3 

15.8 

22.7 

31.6 

8.0 

40.0 

２日

50.0 

15.8 

31.8 

5.3 

8.0 

40.0 

３日

31.6 

4.5 

42.1 

16.0 

４日

13.6 

5.3 

20.0 

20.0 

５日

21.1 

18.2 

15.8 

40.0 

６日

10.5 

７日

5.3 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

類型１

類型２

類型３

類型４

類型５

類型６

０日 4.2 

１日

20.8 

２日

18.8 
３日

19.8 

４日

10.4 

５日

21.9 

６日 2.1 
７日 2.1 

N=96

(％)

事務局の１週間あたりの活動日数 

事務局の１日あたりの活動時間 

２時間未満

22.2 

31.6 

31.3 

23.8 

20.0 

２～４時間

未満

40.0 

38.9 

36.8 

43.8 

19.0 

80.0 

４～６時間

未満

60.0 

33.3 

31.6 

33.3 

-

６時間以上

5.6 

25.0 

23.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

類型１

類型２

類型３

類型４

類型５

類型６
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【活動拠点について】 

 全体では、「現拠点でよい」が最も多く、次いで「活動状況により今後検討」となっています。 

 地域別では、全地域で「現拠点でよい」が最も多くなっています。また、「新たな拠点が必要」

は、西条、黒瀬地域で多く、志和地域での「その他」は、「地域センターの駐車場不足」となっ

ています。 

 住民自治協議会へのヒアリングでは、西条地域において「会議室の不足」があげられていま

す。 

  

現拠点でよい

69.1 

新たな拠点

が必要 4.9 

現拠点に専用施

設等が必要 3.5 

活動状況により

今後検討 9.7 

その他

4.2 
未回答

8.6 

N=431

(％)

活動拠点 

現拠点でよい

61.5 

71.4 

51.5 

72.2 

62.5 

71.0 

73.6 

78.7 

75.0 

新たな拠点

が必要

11.5 

8.6 

2.8 

12.5 

1.6 

3.1 

現拠点に専用

施設等が必要

5.1 

8.6 

6.1 

5.6 

9.7 

1.6 

活動状況によ

り今後検討

10.3 

8.6 

15.2 

-

15.0 

6.5 

11.3 

6.6 

12.5 

その他

5.1 

-

21.2 

2.8 

2.5 

3.2 

3.3 

3.1 

未回答

6.4 

2.9 

6.1 

16.7 

7.5 

9.7 

15.1 

9.8 

4.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

西条

八本松

志和

高屋

黒瀬

福富

豊栄

河内

安芸津
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③テーマ別活動（市民協働センター登録団体） 
 

【活動に対する現状評価と今後の活動の必要性について】 

 現状評価の高い項目は、「4.目的・計画の共有」「5.方針・運営方法の見直し」「8.活動拠点確

保」「10.書類の適正処理」となっています。一方で、現状評価の低い項目は、「3.後継者育成」

「14.企業との連携」「15.協働センターの研修利用」となっています。 

 今後の活動の必要性の高い項目は、「1.活動の活発さ」「2.人材配置・確保」「3.後継者育成」

となっています。なお、「10.書類の適正処理」については、現状評価が高いため、今後の活動

の必要性については、「現状維持」の回答が多く、評価点が低くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（参考）各項目の評価点算出方法  

現状評価 今後の活動の必要性 

十分 

まあ十分 

どちらともいえない 

やや不十分 

不十分 

2 点 

1 点 

0 点 

-1 点 

-2 点 

n1 

n2 

n3 

n4 

n5 

特に努力が必要 

努力が必要 

現状維持でよい 

弱めてもよい 

活動しなくてもよい 

2 点 

1 点 

0 点 

-1 点 

-2 点 

n1 

n2 

n3 

n4 

n5 

【加重平均値計算式】 

 {（2 点×ｎ1）＋（1 点×ｎ2）＋（0 点×ｎ3）＋（－1 点×ｎ4）＋（－2 点×ｎ5）}  

（ｎ1＋ｎ2＋ｎ3＋ｎ4＋ｎ5） 

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
1.活動の活発さ

2.人材配置・確保

3.後継者育成

4.目的・計画の共有

5.方針・運営方法の見直し

6.構成員の意見の反映

7.反対意見・苦情の受入

8.活動拠点確保9.活動資金の確保

10.書類の適正処理

11.活動内容の周知

12.デジタルの利用

13.他団体との連携

14.企業との連携

15.協働センターの研修利用

現状評価 今後の活動の必要性

活動に対する現状評価と今後の活動の必要性 
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【構成人数について】 

 全体では、構成人数が 50人未満の小規模の団体数が６割弱となっています。 

 活動分野別では、「医療・福祉・介護」において、団体数は少ないものの、100人以上の団体

が５割強となっています。 

  

10人未満

33.3 

100.0 

23.5 

58.3 

45.5 

25.0 

33.3 

9.1 

28.6 

33.3 

50.0 

16.7 

10～20人未満

29.4 

36.4 

25.0 

20～30人未満

5.9 

8.3 

33.3 

9.1 

50.0 

16.7 

9.1 

25.0 

4.2 

30～50人未満

33.3 

5.9 

8.3 

33.3 

9.1 

25.0 

16.7 

9.1 

42.9 

16.7 

50～

100人未満

17.6 

8.3 

16.7 

18.2 

14.3 

33.3 

25.0 

12.5 

100人以上

33.3 

17.6 

16.7 

33.3 

100.0 

16.7 

54.5 

14.3 

33.3 

25.0 

未回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

産業(農林水産業含)(n=3)

観光(n=1)

文化・芸術(n=17)

教育(n=12)

防災(n=3)

防犯(n=1)

子育て(n=11)

健康(n=4)

環境(n=6)

医療・福祉・介護(n=11)

スポーツ(n=7)

男女共同参画(n=3)

国際協力(n=4)

その他(n=24)

10人未満

25.8 

10～20人未満

13.3 

20～30人未満

8.3 

30～50人未満

12.5 

50～100人未満

11.7 

100人以上

20.0 

未回答

8.3 

N=120

(％)

構成人数 
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【今後の活動の方向性について】 

 全体では、「活動規模を維持しつつ、継続して活動したい」が最も多く、次いで「活動をさら

に発展させ、組織をより活発にしていきたい」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【組織運営上の課題について】 

 全体では、「活動を運営する人材が足りない」が最も多く、次いで「活動に参加する人が少な

い」「活動の内容がマンネリ化している」「活動予算が少なく活動に支障がある」となっており、

特に人材について課題に感じている傾向が強くなっています。 

 

  

40.8

30.0

19.2

19.2

15.8

15.8

5.0

16.7

8.3

5.0

0 10 20 30 40 50

活動を運営する人材が足りない

活動に参加する人が少ない

活動の内容がマンネリ化している

活動予算が少なく活動に支障がある

他の組織との連携が不足している

活動への市民の理解が十分ではない

活動拠点が決まっていない

その他

課題はない

未回答

（％）（N=120）（注）複数回答

65.0

45.8

5.0

3.3

3.3

0.8

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

活動規模を維持しつつ、

継続して活動したい

活動をさらに発展させ、

組織をより活発にしていきたい

活動内容を方向転換し、

別の活動を展開していきたい

活動規模を縮小し活動したい

活動の終了を考えている

特に考えていない

未回答

（％）（N=120）（注）複数回答

今後の活動の方向性 

テーマ別団体の組織運営上の課題 
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【今後の活動を継続していくために必要な取組みについて】 

 全体では、「構成メンバーの人数を増やす」「組織の後継者を育成する」が最も多く、次いで

「活動を幅広く周知する」「構成メンバーの資質向上を図る」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収入源について】 

 全体では、「会費」が最も多く、次いで「行政等からの補助金」「事業収入」「寄付金」となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65.0

30.8

19.2

18.3

10.8

8.3

1.7

8.3

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70

会費

行政等からの補助金

事業収入

寄付金

行政等からの業務委託費

財団・民間企業等からの助成金

銀行からの借り入れ

その他

未回答

（N=120）（注）複数回答 （％）

49.2

49.2

39.2

35.0

29.2

25.8

6.7

3.3

0.8

0 10 20 30 40 50 60

構成メンバーの人数を増やす

組織の後継者を育成する

活動を幅広く周知する

構成メンバーの資質向上を図る

他の組織との連携を図る

活動資金を確保する

その他

特に必要ない

未回答

（％）（N=120）（注）複数回答

収入源 

テーマ別団体の今後の活動を継続していくために必要な取組み 
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【市民協働のまちづくり活動応援補助金に関して充実すべき内容について】 

 全体では、「申請書類や事後報告事務の簡素化」が最も多く、次いで「優れた活動事例の共

有」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市民協働センターに求める機能や支援について】 

 全体では、「補助金・助成金等の情報」が最も多く、次いで「他団体とのマッチング」「市民

活動団体等の活動に関する情報」となっています。 
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11.7

11.7
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8.3

5.0

5.0

21.7

12.5

0 10 20 30 40

補助金・助成金等の情報

他団体（他の市民活動団体、住民自治協議会、

学生、企業等）とのマッチング

市民活動団体等の活動に関する情報

住民自治協議会、関係行政機関や各種団体、

企業等との協働に関する事例情報

行政とのマッチング

広報活動の支援

人材（専門家、学生、企業等）の情報

市民活動情報サイト（すきかも）などの

情報発信支援媒体の運営

スマートフォンや遠隔会議システム

導入などのデジタル化

市民協働センター専門員への相談機能

その他

特になし

未回答

（N=120）（注）複数回答
（％）

42.1

35.1

22.8

21.1

19.3

15.8

12.3

5.3

1.8

0 10 20 30 40 50

申請書類や事後報告事務の簡素化

優れた活動事例の共有

補助上限額の増額

今のままでよい

補助金交付回数(３回まで)の限度の拡充

補助率の拡大

支援枠の拡大

その他

未回答

（N=120）（注）複数回答 （％）

テーマ別団体の市民協働のまちづくり活動応援補助金に関して充実すべき内容 

テーマ別団体の市民協働センターに求める機能や支援 
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６  市民協働のまちづくりの課題 
 

アンケートやヒアリングから、これまでの市民協働のまちづくりを振り返った結果をもと

に、課題を次の４つの項目に整理しました。 

 

 
１ 担い手の育成・多様な世代の参画 

 

60歳以降の働き方の変化、役員の高齢化や、近所付き合いの希薄化、新規加入者の減少等

により、住民自治協議会や自治会、市民活動団体等の役員の負担が増すとともに、次世代の

活動・運営の担い手不足が深刻化しています。 

一方で、プライベートの時間が確保されている等、一定の範囲内であれば、地域活動へ参

加してもよいと考える層が住民の約 60％存在するという市民アンケート結果があります。 

また、平成 30年７月豪雨災害等を通じ、非常時の助け合いやこども・高齢者・避難行動要

支援者等の見守りなど、地域を基盤としたコミュニティの重要性が改めて認識されています。 

これらのことを踏まえ、これまで地域活動に関わった経験がない、地域活動について知ら

ない市民に対して、まちづくりに参加するきっかけづくりや、意識を醸成する場を提供する

等、若い世代にも気軽に参加していただくとともに、担い手不足に対する行政の支援体制を

強化する必要があります。 

 

 

 
２ 地域経営という視点を持った運営体制の改善 

 

平成 22 年度の住民自治協議会制度開始から 10 年余りが経過し、各住民自治協議会におい

て、担い手の不足、認知度の伸び悩み、活動内容のマンネリ化など、多様な運営上の課題が

表出しつつあります。 

また、人口規模や年齢構成、市街地や中山間地といった地域特性はさまざまであり、地域

における住民ニーズや価値観は多様化し、より広範な役割を果たすことが住民自治協議会に

対し期待されています。 

住民の多様化するニーズに対応し、住みよい地域を実現していくためには、住民自治協議

会が主体的に運営体制と活動内容に対する現状や課題を丁寧に把握し、地域住民の意見を踏

まえながら、持続的・発展的な運営を行っていく「地域経営」という視点を持ち、運営体制

や活動内容を改善していく必要があります。 

さらに、事業推進に当たっては、情報発信等を積極的に行うことで、サービスの受け手で

あると同時に担い手にもなりうる住民に対して、事業趣旨への理解・協力を求めていくこと

も重要です。 

  

６ 
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３ 行政と地域の関係性の見直し 

 

多様化する住民ニーズに対応していくためには、行政のみではなく、住民自治協議会をは

じめとする地域コミュニティ（住民自治協議会や自治会など地縁による団体）と協働してい

くことが必要不可欠であり、住民自治協議会制度開始以降、さまざまな制度・事業において

行政と住民自治協議会との間で連携が図られてきました。 

しかし、運営上の課題として多忙による役員の疲弊が挙げられるなど、行政から住民自治

協議会に対する各種協力依頼事項が累積することにより、住民自治協議会の活動が圧迫され

ている現状があります。 

行政からの各種協力依頼事項を見直すことによって、住民自治協議会の負担を軽減すると

同時に、それでもなお協働が必要な事項については、住民自治協議会からの趣旨への理解と

協力を得たうえで、行政として十分な支援体制をもって連携していくことが必要になります。 

また、住民自治協議会の負担を軽減することで、自発的な地域活動の活性化を促します。 

 

 

 
４ 行政による適切な支援制度・体制の構築 

 

地域コミュニティ、テーマコミュニティ（地域の範囲にとどまらず子育て・環境・文化活

動等特定の分野に特化した活動を行う団体）ともに、９割以上が運営に課題があるとしてお

り、その内容は団体規模に応じて多様なものとなっています。 

地域コミュニティが地域活動を持続していくためには、行政による相談支援体制の充実に

加え、担い手確保のための各種取組み、地域課題解決のための集落支援員や市民協働センタ

ー協働支援員等の人材の配置、住民が気軽に参加できるよう、地域センターや地域活動拠点

施設を維持・整備することが必要です。加えて、取り組むべき課題が多様化・複雑化・地域

間での差があり、行政が仲介し、団体間での連携による課題解決や活動の持続を促すことも

求められています。 

また、テーマコミュニティが活動を継続・発展していくためには、市民協働センターによ

る団体設立・運営の相談支援体制や、団体が気軽に意見交換できる場の提供が必要です。加

えて、市民協働センターが仲介し、多様な主体の団体が連携機会を創出することにより、課

題解決・活動の発展を促すことも求められています。 
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７  第 4 期行動計画で目指す市民協働の姿 
 

これまでに整理した課題を解決するため、現在取り組んでいる「市民協働のまちづくり」

を深化させるとともに、より多くの地域住民や、多様な主体の参画を促し、今後を見据えた

地域づくりを進めるため、次のとおり目指す市民協働の姿を定めます。 

 

目指す市民協働の姿 

テーマ：多様な協働 

 

市民協働のまちづくりを推進するにあたり、多様な特性（人口特性・地理的特性・産業特

性）を持つ本市では、各地域・各団体とも、その状況は千差万別です。 

各々の状況に応じた課題解決のプロセスを踏むことで、将来にわたって持続可能なまちづ

くりの体制を確立していくことが重要となってきます。そこで、第４期行動計画では、この

「多様な協働」をテーマに、５つの柱で施策の方向性を定め、目指す市民協働の姿に向けて

取り組んでいきます。 

【全体】

共通の目的の実現や地域課題の解決のため、コミュニティ活動や地域の特性を踏まえた取組みが
活発に展開され、多様な市民・団体等が相互に連携・協力しながら活動、活躍することにより、地
域の持つ力が向上しています。

【市民】

居住地の地域コミュニティや関心のあるテーマコミュニティに、主体性を持
って参加し、積極的に活動に取り組んでいます。

【地域コミュニティ】

適正規模の集落が存続し、地域の抱える課題解決等に向けて、楽しく主体性
を持って考え、地域住民が協力して取り組むことを実現・促進しており、行政
や各種団体等と協働しています。

【テーマコミュニティ】

各分野（子育て・環境・文化活動等）に関心のある人が集まり、協力し、活
発な活動を実現・促進しており、行政や各種団体等と協働しています。

【行政】（市）

住民自治協議会や市民活動団体等との協働により、まちづくりを進めるとと
もに、職員がまちづくり活動について、深く理解し、積極的に関わっています。

７ 
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８  まちづくりの方向性及び施策 
 

（１）行動計画の体系 
 

第４期行動計画のまちづくりの方向性を以下のように設定します。 

 

テーマ  施策の方向性  施策（主なもの） 

     

多 

様 

な 
協 

働 

 

１ 市民がまちづくりに参

加しやすい環境づくり 

 (1) 市民活動情報発信スキームの促進 【拡充】 

(2) 優良事例の共有 

(3) 団体間の交流・連携の支援 

(4) 地域と大学の交流・連携等の支援 

(5) 地域共生社会づくりの推進 

    

 

２ まちづくりに対する意

識醸成・人材育成 

 (1) 多様な活動を行う人材の育成 【拡充】 

(2) 住民自治協議会、自治会への加入促進 

(3) 市職員への研修 

(4) 市民、学生、企業を対象とした研修 

(5) 出前講座の充実 

    

 

３ 地域コミュニティへの

支援体制の強化 

 (1) 集落支援員制度の導入 【新規】 

(2) 地域活動のデジタル化の促進 【新規】 

(3) 支所・出張所の機能強化 【拡充】 

(4) まちづくり計画の改定支援 【拡充】 

(5) 地域づくり推進交付金・各種依頼内容の見直し 

    

 

４ テーマコミュニティへ

の支援体制の強化 

 (1) 市民活動団体等の設立・自立等の支援 【拡充】 

(2) 団体間連携の機会創出 【拡充】 

(3) 市民協働センター協働支援員の配置 

(4) 所管課と市民活動団体等の連携強化 

(5) 市民協働のまちづくり活動応援補助金の見直し 

    

 

５ 活動拠点施設の充実 

 (1) 市民協働センター機能の充実 【拡充】 

(2) 市民協働センター・地域センターの利用促進 

(3) 持続可能な地域センターの管理運営方法の検討 

(4) 地域における生涯学習機能の確保 

(5) 地域活動拠点施設の維持 

 

８ 
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目標年次における成果指標を、第３期行動計画からの継続性にも考慮し、以下のように設

定します。 

 

【成果指標】（令和 12年度の目標値） 

１ 市民がまちづくりに参加しやすい環境づくり 

指標 基準値（R5） 目標値（R12） 

地域活動への参加率 72.1％ 77％ 

 

２ まちづくりに対する意識醸成・人材育成 

指標 基準値（R5） 目標値（R12） 

住民自治協議会の認知度 70.1％ 78％ 

 

３ 地域コミュニティへの支援体制の強化 

指標 基準値 目標値（R12） 

まちづくり計画を改定した住民自

治協議会数 

18団体 

（R4） 
48団体 

住民自治協議会への加入率 
64.6％ 

（R5） 
70％ 

 

４ テーマコミュニティへの支援体制の強化 

指標 基準値（R4） 目標値（R12） 

市民協働センター登録団体数 333団体 470団体 

公益的活動を担う法人数 221団体 240団体 

 

５ 活動拠点施設の充実 

指標 基準値（R4） 目標値（R12） 

市民協働センターの年間利用者数 11,028 人 14,000 人 

全地域センターの年間利用者数 329,337 人 370,000 人 
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（２）行動計画の施策 
 

（注）・以下の施策は主なものを掲載しており、行動計画に盛り込まれるすべての施策を記載して

いるわけではありません。 

・【新規】は、第４期行動計画に新規掲載する施策。【拡充】は、第３期行動計画から拡充する

施策。 

 

 

１ 市民がまちづくりに参加しやすい環境づくり 

 

誰もが気軽に地域行事に参加し活躍できる機会の創出など、より多くの人や団体などが積

極的に協力しあいながら、地域のまちづくりに携わることのできる環境づくりを推進します。 

各世代が気軽に参加できる場や、まちづくり活動への関心を持つ機会の提供を促進します。 

他地域の取組みや課題の共有と意見交換を行うための場づくりを推進します。 

市民のまちづくりへの関心を高めるため、情報の伝え方について工夫します。 

 

＜主な施策一覧＞ 

施策 概要 

【拡充】 

市民活動情報発信ス

キームの促進 

地域内の人と人をつなぐため、地域情報を発信・流通させるための情

報発信ツール（市民ポータルサイトを活用した地域回覧板、市民活動情

報サイト）について、啓発・運用支援を行うとともに、より効果的な媒

体・手法を導入します。 

優良事例の共有 
住民自治協議会や市民活動団体の各種会合や情報共有の機会を捉え、

活動の参考としてもらうため、優良事例の共有を図ります。 

団体間の交流・連携

の支援 

さまざまな分野で活動している市民活動団体、住民自治協議会、企業

等をはじめとした各種団体、また、これから活動しようと考えている市

民同士の交流や連携の機会創出を図ります。 

地域と大学の交流・

連携等の支援 

学生が地域のことを知り、参画する活動を促進することによって、学

生の地域への愛着心を育てるとともに、学生の成長を促し、併せて地域

の活性化に繋げます。 
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施策 概要 

地域共生社会づくり

の推進 

地域共生社会とは、市民がそれぞれの人格及び個性を尊重し合いなが

ら、地域社会に主体的に参画することにより、相互に支え合い、全ての

人々が生きがいを持ち、かつ、安心して日常生活を営むことができる社

会のことです。 

本市では、地域住民や地域の多様な主体が世代や分野を超えてつなが

り、「支え手」「受け手」という関係を超えて、学び合い、支え合い、感

謝し合えるなどの「シアエル関係」を構築することで、市民一人ひとり

の Well-being（幸福感）が増大していくような社会の形成を目指してい

ます。 

多文化共生のまちづ

くりの推進 

外国人市民と受入住民等に対して、必要な情報やサービスを提供する

ほか、関係機関や団体・地域と連携し、「やさしい日本語」の普及や交流

機会の充実を図り、心豊かに安心して暮らせる多文化共生のまちづくり

を推進します。 

コミュニティ・スク

ール（学校運営協議

会制度） 

学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能

となる「地域とともにある学校」への転換を図るため、学校運営に地域

の声を積極的に生かし、地域と一体となって特色ある学校づくりを進め

ます。 

地域学校協働活動の

推進 

社会教育の充実による地域の教育力の向上や地域コミュニティの基

盤強化を図るため、地域における体験活動や異年齢交流などの魅力的な

活動を通して、主体的に考え行動する人材を育成し、地域と学校の連携

による学校づくり・地域づくりを進めます。 

児童生徒の安全活動 
地域において児童生徒が安全に過ごすことができるよう、見守り活動

等の取組みの充実を図ります。 

地域におけるファミ

リー・サポート・セ

ンターの充実 

地域で子育ての助け合いの心を育み、社会全体で子どもを育てる意識

が醸成されるよう、地域における子育て相互援助活動を行う会員組織

「ファミリー・サポート・センター」について周知し、子育ての援助を

してくれる会員（提供会員)を募り、地域での子育て支援活動の活性化を

図ります。 



８ まちづくりの方向性及び施策 

 

36 

施策 概要 

協働事業化の推進 

地域共生社会の構築に向けた取組みなど、さまざまな事務事業の協働

化を検討し、多様な主体と協議のうえ、可能なものから協働化を進めま

す。 

地域敬老会の実施 

老人保健福祉月間である９月以降に、地域の団体により、多年にわた

り社会に尽くされた高齢者を地域で敬う気運を醸成するとともに、長寿

を祝う敬老事業の実施を支援します。また、可能な地域について、敬老

事業の実施を住民自治協議会へ順次移行するようアプローチしていき

ます。 

きれいなまちづくり

キャンペーンの実施 

地域の散乱ゴミの解消をはじめ美化活動等を推進するため、市内一斉

にキャンペーンを実施し、みんなできれいなまちづくりを目指します。 

道路・河川維持管理

作業への支援 

道路・河川の簡易な維持管理作業を社会奉仕活動として行う団体に対

して、報償金を交付します。 

公園里親制度の推進 

市が管理する公園を自治会又はボランティアグループ等が里親とな

って管理することにより、積極的な環境美化活動の推進及び公園愛護思

想の普及を図ります。 

豊かな学びの推進 

大学との連携講座(近畿大学「東広島学」、広島国際大学「ひと・まち

発見講座」、サテライトキャンパス講座など)やボランティア交流会の開

催などにより、広く市民が生涯学習の知識や技能・経験を習得し、地域

活動に参画する機会を提供します。 

スポーツ活動の活性

化 

市民のスポーツ活動の活性化と健康増進を図ることで、地域の連帯の

輪を広げ、明るく豊かな東広島市を築き上げることを目的として実施し

ます。 

健康づくりの推進 

疾病の予防や早期発見、早期治療のために元気すこやか健診を実施し

ます。また、食生活の改善や運動等の生活習慣の定着に向けた保健活動

を実施し、市民一人ひとりが健康づくりを自分のこととして取り組める

よう支援します。 
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施策 概要 

自主防災組織の活動

支援 

地域の防災意識を向上していくため、関係機関、民間企業等の幅広い

参画を得て、総合防災訓練を実施するとともに、各地域において、講習

会などを実施します。また、日頃からの防災活動の強化・維持を通じて、

地域の防災体制の確立を目指します。 

地域公共交通確保へ

の取組み 

市民の安全で円滑な移動のため、持続可能な地域公共交通の維持・転

換を図ります。 

集落農業の支援 

集落法人やグループ営農団体など担い手の支援を実施します。持続可

能な農業や、耕作放棄地の防止など地域の農地の維持等を目指します。 

また、農業者に貸し借り可能な農地情報を提供します。 

空き家対策事業 

空き家問題は、個人のみならず地域の課題であるため、空き家対策に

取り組む各地域の住民自治協議会や NPO等を含む民間事業者と連携する

とともに、空き家の所有者等に対し、啓発文を送付することで空き家の

適正管理や、空き家を放置しないという意識醸成を図ります。 

移住・定住の促進 
定住サポートセンターによる総合相談窓口において相談をワンスト

ップで受け付け、関係部局と連携し相談内容の解決を図ります。 

市民活動情報や地域

情報の発信 

住民自治協議会をはじめ市民活動団体などの多様な主体による活動

を、広報紙やウェブ等により幅広く発信していきます。 
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２ まちづくりに対する意識醸成・人材育成 

 

地域と関わりが無い方にも、まちづくりに対する意識を醸成する場を提供し、また、担い

手育成に関する支援体制を強化することで、持続可能なまちづくりを推進します。 

幅広い世代の市民が学び合うことができる学習機会をつくることで、持続可能なまちづく

りにかかわる人材の育成を促進します。 

地域のまちづくり活動に参加したり、学んだりする中で「地域への愛着」が生まれること

から、子どもたちが地域について学ぶ環境づくりを進めます。 

市職員をはじめ、市民、学生、企業などに対し、まちづくりが「自分ごと」となるよう市民

協働のまちづくりの研修を実施し、地域のまちづくり活動への参加の動機付けを促進するな

ど、意識改革を進めます。 

 

＜主な施策一覧＞ 

施策 概要 

【拡充】 

多様な活動を行う人

材の育成 

多様な活動を行う地域の担い手の育成（次世代が地域活動に関わるき

っかけづくり）を進めます。 

住民自治協議会、自

治会への加入促進 

自治会等への加入促進や住民自治協議会への理解を深めるために、市

の広報などによる呼びかけのほか、ハンドブック、ポスター等を作成・

配布するなど、自治会未加入者や転入者への働きかけを実施します。ま

た、関係団体との連携による自治会や住民自治協議会への加入の働きか

けを実施します。 

市職員への研修 
市民協働の考え方や協働を進める手法などについて庁内で共有し、職

員の意識改革と市民協働を推進する能力の向上を図ります。 

市民、学生、企業を

対象とした研修 

地域活動への参加のきっかけとなるよう、市民、学生、企業など、す

そ野の拡大に向けたさまざまなレベルの研修の実施を促進します。 

次代のまちづくりを

担う人材の育成 

「開かれた学校」から「地域とともにある学校」への転換を図るため、

各学校において、児童生徒による地域貢献に係る取組みを進めることで

「地域をよくするためにがんばろうとする志をもった子ども」を育成し

ます。 
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施策 概要 

青少年健全育成に係

る講演会の開催 
青少年の健全な育成を目指し、講演会や研修会を開催します。 

生涯学習推進計画の

策定・実施 

第２期東広島市生涯学習推進計画を策定し、これまで推進してきた

「第１期東広島市生涯学習推進計画」の成果と課題、また「第３期東広

島市教育振興基本計画」の視点を踏まえ、本市ならではの施策を推進し、

学びが地域福祉や地域づくりの実践につながる好循環（地域共生社会）

を育むこと、またそうした活動が市民一人ひとりの Well-being（幸福感）

につがることを目指します。 

地域ニーズに沿った

生涯学習講座の展開 

地域が有する資源を活かし、高度化・多様化する学習ニーズに応える

ため、学習者主体の生涯学習推進体制の構築を図り、多様な人材が交流

し、協働して新たな学習機会や支援プログラムの開発を進めます。個人

の要望と社会の要請のバランスを考慮しながら、地域が抱える課題やニ

ーズに沿った生涯学習の充実を図ります。 

出前講座の充実 

近隣に学ぶための施設や居場所などが無い場合、あるいは諸事情によ

り学習活動に参加することが困難な人が存在することを踏まえ、積極的

に出向く、届ける出前講座の充実を図ります。 
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３ 地域コミュニティへの支援体制の強化 

 

地域課題解決に向けた取組みの支援等のため、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を

有した人材の配置を検討するとともに、地域に寄り添った支援体制を強化します。 

行政から住民自治協議会への依頼事項を整理する等、地域の負担軽減に努めることで、活

動しやすい環境づくりを行います。 

地域づくり推進交付金制度について、より活用しやすくなるよう検証を行うとともに、さ

まざまな団体が行う補助制度についても周知に努め、積極的な活用を促します。 

地域、社会の状況が変化する中、地域活動を柔軟に実施するために、地域ごとの将来の見

通しをたて、地域特性に応じた組織体制や活動、運営の進化・再編を促していきます。 

 

＜主な施策一覧＞ 

施策 概要 

【新規】 

集落支援員制度の導

入（仮称・地域コー

ディネーター） 

地域づくりの支援・地域課題解決に向けた取組支援・住民自治協議会

の事務局機能の強化等のため、地域の実情に詳しく、集落対策の推進に

関してノウハウ・知見を有した人材の配置を推進します。 

【拡充】 

支所・出張所の機能

強化 

地域に寄り添った支援体制を強化することを目的に、支所・出張所職

員が地域支援の業務を担っていきます。 

【拡充】 

まちづくり計画の改

定支援 

各住民自治協議会の基本方針や将来像などをまとめた「まちづくり計

画」について、最適な運営体制の構築や今後の取組み方針を検討し、ま

ちづくり計画を改定していくための支援として、市民協働センターによ

る伴走支援や地域づくり推進交付金による財源支援を行います。 

住民自治協議会への

依頼内容の見直し 

各種協定を含め市から住民自治協議会へ依頼している内容を見直し、

地域の負担軽減に努めることにより活動しやすい環境づくりを進めま

す。 

地域づくり推進交付

金の地域の主体性に

沿った見直し 

地域づくり推進交付金が地域の主体性に沿った効果的な制度になる

ように必須業務の削減や地域選択事業の見直し、書類作成の簡素化など

を進めます。 

【新規】 

地域活動のデジタル

化の促進 

市民活動団体等が行う行政手続きや地域回覧板のデジタル化ととも

に、住民自治協議会の会計システムの構築などにより、地域活動におけ

る事務負担軽減を図ります。 
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施策 概要 

住民自治協議会、自

治会パンフレットの

作成・配布・共有 

地域で活動したいと意識喚起や関心醸成につながる、住民自治協議会

や自治会による加入促進 PR媒体の作成、配布等を支援します。 

関係団体連携による

自治会・住民自治協

議会への加入促進 

地区社会福祉協議会、自主防災会等関係団体の住民自治協議会への参

画、連携を促進するとともに、活動を通じて住民自治への理解を深め、

加入促進につなげていきます。 

住民自治協議会間の

連携等への支援 

複数の住民自治協議会が連携して行う課題解決の取組みを支援しま

す。また、複数の住民自治協議会による、事業の共同化・連携の要望が

出た場合は、積極的に支援を実施します。 

部局間連携による支

援体制強化 

市民協働活動分野が多岐に渡るため、関係する支所・出張所、本庁各

部局が連携し、一体的な体制整備を実施します。 

市民協働センター協

働支援員の配置 

地域に出向いて、住民自治協議会の活動の支援や多様な主体間の連携

のコーディネートに取り組む人材を配置します。 

地域担当職員制度の

推進 

地域によって地域担当職員の関わりの程度に差が生じている現状を

踏まえ、市担当部局や市民協働センターの直接的な対応等を組み合わせ

た弾力的な運用を継続するとともに、地域参加に対する職員の意識醸成

に取り組みます。 

また、社会的背景や住民自治協議会を取り巻く状況の変化を踏まえ、

実情に即した制度への改善を図ります。 

コミュニティビジネ

スの創業支援 

地域課題の解決のため、ビジネスの手法により将来にわたって継続し

て活動できる事業の立ち上げについて、住民自治協議会や住民自治協議

会と協力・連携する団体等からの相談等に応じた支援を行います。 
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４ テーマコミュニティへの支援体制の強化 

 

市民活動団体や NPO 法人等の法人団体の設立を支援するとともに、団体が必要とする支援

先を提供できる体制を整備します。 

協働の担い手である市民活動団体の活動を支援し、市民活動をさらに活性化するため、各

団体が相互に情報を交換・共有できる環境の整備や、相談できる体制など活動基盤の整備を

進めます。 

行政のさまざまな部署が横断的に連携を図りながら、特定のテーマで活動する市民活動団

体に対する支援を強化します。 

財団や行政等が行う各種補助制度についても周知に努め、市民活動団体等による積極的な

活用を促します。 

 

＜主な施策一覧＞ 

施策 概要 

【拡充】 

市民活動団体・NPO 等

法人団体の設立、自

立、活性化支援 

市民活動団体や NPO等法人団体の設立支援の体制を整備します。 

また、継続・持続性のある活動となるよう、市民協働センター、ミ

ライノ+、Hi-Biz等、団体が必要とする支援先を提供できる体制を整備

します。 

【拡充】 

団体間連携の機会創

出 

別の団体との連携機会を設けたり、講座を開催したりすることで、

まちづくり活動の活性化を促進します。 

【再掲】 

市民協働センター協

働支援員の配置 

地域に出向いて、市民活動団体の活動の支援や多様な主体間の連携

のコーディネートに取り組む人材を配置します。 

所管課と市民活動団

体等の連携強化 

市民活動団体は扱う分野が専門的である場合も多いため、関係所管

課との連携強化を推進します。 

【再掲】 

部局間連携による支

援体制強化 

市民協働活動分野が多岐に渡るため、関係する支所・出張所、本庁

各部局が連携し、一体的な体制整備を実施します。 

【再掲】 

支所・出張所の機能強

化 

地域に寄り添った支援体制を強化することを目的に、支所・出張所

職員が地域支援の業務を担っていきます。 
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施策 概要 

SDGs 推進パートナー

への支援 

ウェブサイトにて団体情報を掲載するとともに、パートナー同士の

連携した取組みに係る費用の補助や推進アドバイザーの派遣等によ

り、市域の SDGs の取組みを促進します。 

市民協働のまちづく

り活動応援補助金の

見直し 

活動団体のニーズ等を踏まえる中で、市民協働のまちづくり活動応

援補助金がより効果的な制度になるように、手続きの簡素化や、支援

枠の拡大などの見直しを行います。 

起業や外部人材を活

用した地域課題の解

決 

地域活動団体だけでは解決が難しい課題について、事業者や外部人

材等との共創により解決を目指します。 

障がい者自立支援協

議会の充実 

障がい者の地域生活を支援する体制を協議する組織である自立支

援協議会の協議過程に、障がい当事者の意見を反映するため、引き続

き、定例報告会、運営委員会、部会、課題別会議により多くの当事者、

当事者会、支援者に参加を促します。 

地域における子育て

活動の支援 

地域子育て支援センター、保育所及び認定こども園を中心として、

地域における子育て事業や子育てサークル・グループ活動の側面的支

援を行います。 

社会教育関係団体の

支援 

地域では、女性会、PTA などさまざまな団体が活動しており、日常

生活に密着した活動に参加することは、自らの地域社会への関心の幅

を広げ、社会参加や学習活動の機会にもなることから、地域貢献や社

会貢献の活動として大きな役割が期待されるため、市民協働の担い手

となる諸団体への支援を行います。 

 

  



８ まちづくりの方向性及び施策 

 

44 

 
 

５ 活動拠点施設の充実 
 

市民協働センターの相談機能やコーディネート機能を強化し、協働によるまちづくりを推

進します。 

市民協働のまちづくりを支えるさまざまな人や団体の協働・連携をさらに進めるため、市

民協働センターの認知度向上に努めるとともに、さまざまな交流・連携の場を設けるための

事業を実施します。 

地域のニーズや課題に応じて、多様な学習プログラムを企画・実施し、住民の学習意欲を

高めることができるよう、生涯学習機能の確保に努めます。 

＜主な施策一覧＞ 

施策 概要 

【拡充】 

市民協働センター機

能の充実 

市民の公益的な活動を支援し、「市民と市民」「市民と行政」の協働

のまちづくりを推進するための拠点である市民協働センターで、多様

な主体の相談窓口、情報の一元化、活動コーディネートを実施します。

各地域における先導的な取組事例や失敗事例も含め、行政のみなら

ず、大学、民間事業者、企業、NPO等の施設、人材、学習機会、学習資

源など生涯学習や地域参画に関する情報を双方向に受発信できる体

制を構築します。また、民間（まちづくり会社）発の中間支援機関に

よる、市民活動団体への支援ができるよう、検討・調整していきます。 

市民活動団体への市

民協働センター・地域

センターの利用促進 

会議室等、施設機能の充実を図ります。 

市民活動団体を対象に、市民協働センター・地域センターに係る情

報を提供し、利用を促進します。 

持続可能な地域セン

ターの管理運営方法

の検討 

人口減少や定年延長等の社会情勢の変化を踏まえるとともに、将来

の地域共生社会の実現に向けた人材の確保の観点から、地域の実情に

応じて最適な地域センターの管理運営方法について検討・調整してい

きます。 

地域における生涯学

習機能の確保 

地域のニーズや課題に応じて、多様な学習プログラムを企画・実施

し、住民の学習意欲を高めることができるよう、住民自治協議会を地

域単位とした、生涯学習機能の確保に努めます。 

住民自治協議会のうち地域センターのない地域における生涯学習

講座等の開催に必要な機能について、集会所などの既存施設活用や通

信環境の整備による確保を図ります。 

また、小学校の余剰施設の有効活用による充実も視野に入れて推進

します。 

地域活動拠点施設の

維持 

住民自治協議会が持続可能な活動を行えるよう、地域の活動拠点施

設の維持管理に努め、改修等施設の長寿命化対策に取り組みます。 

自治会等の活動拠点

支援 

地域のコミュニティ活動を支援するため、その活動拠点となる集会

所の新築、改築、修繕などに関わる支援を行います。 
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９  計画の推進体制 
 

計画の推進にあたり、進捗管理や評価は、「市民協働のまちづくり推進会議」において行

い、必要に応じて計画や施策の見直しを行います。 
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   巻末資料 
 

市内で取り組まれている住民自治協議会の活動事例の一部です。 

平成 22年度から始まった住民自治協議会の取組みは、地域それぞれの特性、課題に応じて、

さまざまな展開がなされてきました。 

限られた紙面のため、その中でも特徴的なものを紹介します。参考としていただき、それ

ぞれの工夫を交えながら、各地域で効果的なまちづくりが進むよう期待しています。 

 

【掲載活動一覧】 

１．西条地域 

取組名 つながるみそのうスマイルプロジェクト 

概要（特徴） 御薗宇地域では、地域づくりワー

クショップ（地域単位）、地域課題

に取り組むチームづくり、新住民と

旧住民の交流づくり、転居してきた

住民と地域のつながりをサポート

する事業を推進されています。具体

的には、「みそのう広場」の開催、多

世代交流会、地域課題をテーマにし

た各種主催講座実施、地域・くらし

の困りごと相談支援、デジタル回覧板「ためまっぷ事業」などが展開され

ています。 

 

取組名 光の宴（三ツ城古墳） 

概要（特徴） 三ツ城地域では、県内最大の三

ツ城古墳周辺を 3,000 本のキャン

ドルで照らすイベント「光の宴」

を実施されています。幻想的な雰

囲気の中、古墳周辺を散策したり、

楽器演奏や子どもたちの作品を展

示したりするなど、さまざまな演

出の工夫に努められています。 

 

 

  

 

 
参考 
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２．八本松地域 

取組名 八本松地域における防災活動 

概要（特徴） 八本松地域では、被災時を想定

した自助・共助の仕組みや体制づ

くり等に積極的に取り組まれてい

ます。 

自主防災組織の設立をはじめ、

個々の災害対応力を引き上げるた

めの研修や宿泊型の避難所開設訓

練など先駆的な取組みのほか、民

生委員等との連携も進め、要援護者に支援の手を届けるための日頃からの

関係づくりにも取り組まれています。 

 

３．志和地域 

取組名 志和堀地域“小さな拠点づくり”（地域活動拠点形成） 

概要（特徴） 志和堀地域では、人口減少・高齢

化の波を受けて衰退する地域コミュ

ニティの維持・活性化を図るため、

「志和堀まちづくりワークショッ

プ」によるプロジェクトの一つとし

て、地域産直市「堀でぇ 産直市」の

定期的な開催に取り組まれていま

す。 

この取組みは、地域住民が生活の中で集い、交流する場づくりを目指し

ており、持続可能な地域共生社会の拠点としての“志和堀・郷の駅”づく

りの先駆けとなるものです。 

 

４．高屋地域 

取組名 造賀を語ろう！プロジェクト 

概要（特徴） 造賀地域では、児童たちに故郷を知ってもらうた

め、地域誌「ふるさと造賀」を発刊し、小学校に寄贈

されました。 

冊子には造賀の歴史や伝統

的な建造物、教育、自然、文化

などが分かる資料を収録され

ています。 
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５．黒瀬地域 

取組名 黒瀬地域公共交通「黒瀬さくらバス」の運行 

概要（特徴） 黒瀬地域では、地域住民が主体となっ

て組織した「黒瀬さくらバス運行協議会」

がコミュニティバスを運行されていま

す。 

地域主体ならではの取組みとして地域

の方に寄り添った丁寧な運行をされてお

り、多くの方がご利用されています。 

地域が一体となって取り組むことで、

地域負担の無い健全な運営を実現してお

り、住民が住みやすく安心して暮らせる

生活基盤の維持に努められています。 

 

 

 

６．福富地域 

取組名 住民アンケートを実施し、まちづくり計画検討会を開催 

概要（特徴） 久芳地域では、住民自治協議会

（まちづくり計画）を考える会、

久芳の今とこれからを考える会等

で議論を重ね、久芳地域の将来を

考えるため、15歳以上を対象とし

た住民アンケートを実施されまし

た。その結果に基づいてアンケー

ト報告会兼意見交換会、今後をみ

んなで考える会を開催され、移動・

空き家・防災・世代交流・子育て等がテーマになりました。 

 

７．豊栄地域 

取組名 豊栄地域空き家対策支援 

概要（特徴） 豊栄地域では、移住定住希望者の住

居の受け皿として空き家の利活用に

取り組まれています。豊栄地域移住・

定住支援チームの勉強会、空き家の利

活用に関する意識啓発、空き家に関す

るセミナーなどが行われています。 
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８．河内地域 

取組名 自治組織「共和の郷・おだ」の課題解決への取組み 

概要（特徴） 小田地域では、地域が目指す「誇りの持てる、住み良い、和やかな郷づく

り」の基本目標を支える７本の柱と 77項目のビジョンマップ「未来創生図」

を作成し、未来に向け一つ一つ新たな課題解決に取り組まれています。ホー

ムページでの情報発信、地域の課題である農用地草刈作業の省力化、新たな

草刈体制づくりの話し合いを開始されました。またビジョンに掲げる「除草

ロボットの活用」では、ラジコン草刈機の展示実演を行い、草刈り作業の省

力化に向け関係する団体と連携し取り組まれています。 

 

 

 

 

９．安芸津地域 

取組名 安芸津地域におけるサロン活動 

概要（特徴） サロンは気軽に集まれる場と

して、人と人とのつながりをつく

る重要な場所です。安芸津地域で

は、全域でサロン活動が活発に行

われており、活動内容は食事会や

ゲーム、体操等、心身の健康に良

い効果をもたらし、地域市民の

「生きがいづくり」の場になって

います。 
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【用語解説】 

 

用語 用語の意味 

【Ｉ】   

ICT 

 「Information and Communication Technology」の略称で、「情報通信技術」

と訳される。情報通信技術そのものだけではなく、インターネットを利用した産

業やサービス、コミュニケーションなどの総称として使われることが多い。 

【Ｎ】   

NPO 

「Non-Profit Organization」又は「Non-For-Profit Organization」の略称で、

利益を目的としていない社会貢献団体をいい、「NPO 法人」は特定非営利活動促

進法（平成 10年法律第 7号）に基づき設立された法人のこと。 

【Ｓ】   

SDGs 

「Sustainable Development Goals」の略称で、誰一人取り残されない社会の

実現を目指し、2015年の国連サミットで採択された 2030 年までを期限とする世

界共通の持続可能な開発目標のこと。 

【Ｗ】   

 Well-being（幸福

感） 

心身ともに健康で、持続的に幸福な状態のこと。一人一人の多様な幸せと社会

全体の幸せを指す。 

【さ行】   

自然増減 出生と死亡による増減。 

自治会 

同一地域の住民などが、自分達の社会生活を自主的に運営していくためにつ

くった組織やその集まりをいう。本市では、自治会をはじめ、地域によって町内

会や区などさまざまな名称で呼ばれている。 

市民活動団体 自主的に行われる営利を目的としない社会貢献活動を行う団体。 

社会増減 転入と転出による増減。 

住民自治協議会 

小学校区単位（一部、旧小学校区）を基本に、住民個人のほか自治会などさま

ざまな団体で構成される、地域を代表する組織として市が認定しており、市と連

携して、地域課題を解決し、より住みよいまちづくりに取り組んでいる団体。 

 市内全 48地域で住民自治協議会が設立され、各種地域活動に取り組んでいる。 

【た行】   

地域コミュニティ 住民自治協議会や自治会など地縁による団体。 

地域担当職員制度 
市職員が、地域と行政の橋渡し役として、相互の理解と連携を促進する役割を

担い、地域活動の活性化及び行政の運営の円滑化を図る制度。 

【な行】   

認可地縁団体 
自治会や町内会などの一定の区域の住民により構成される団体で、地方自治

法などに定められた要件を満たし、市長の認可を受けて法人格を得た団体。 
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